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環境省 131010

石油及びエネルギー需給構造高度化対策の二酸化炭素排出抑制事業等補助
金、二酸化炭素排出抑制事業費交付金の一部を統合活用して、使途を縛ら
ない「地域ＣＯ２削減交付金枠」を設けるとともに、地域によるＣＯ２削
減対策を評価するシステムを併せて構築する。これにより、地域自らの取
り組みで達成したＣＯ２削減対策（量）を適正に評価し、当該実施主体
（市町村、事業所、地球温暖化対策地域協議会等）に対して、報奨金を交
付することで、地域における地球温暖化対策に対する意欲を誘発、増進さ
せる。

石油及びエネル
ギー需給構造高度
化対策特別会計法

　環境省では、石油特別会計予算を活
用して、地域における効果的なエネル
ギー起源二酸化炭素の排出抑制対策に
対し、支援措置を実施している。
　支援措置は、地方公共団体、事業
者、地球温暖化対策地域協議会等に対
し、定率補助、定額補助、委託、交付
により実施している。

Ｃ
　削減量に応じた支援措置については、事業の実施による
排出削減実績の推計方法等の研究をさらに進める必要があ
り、17年度予算として措置することは尚早と考えている。

1109 11092010山口県 宇部市
エコシティう
べ推進プロ
ジェクト

環境省 131020

地球温暖化対策に関する補助事業については情報にタイムラグがあるた
め、実施の検討や予算計上に間に合わない場合がある。事業実施に向けた
企画化、予算化する為、環境省において、各省庁や石油特会、ＮＥＤＯ、
ＮＥＦなどの補助事業や新設予定補助メニューなどの情報を一元化する窓
口を設置し、地球温暖化対策推進協議会等情報の迅速化を希望する市町村
には、タイムリーに情報を提供する。

該当法令無し 現状制度無し Ｃ

　補助事業に関する情報の提供については、事業の実施に
支障を来さない時期に、各府省が適切と判断する方法によ
り行われていると認識している。
　情報の一元化を適切に実施するためには、情報提供にあ
たり、調整のための作業時間が必要となり、かえってタイ
ムリーな情報提供が困難となることも考慮すると、当該提
案事項の実施は難しいと考える。

1109 11092020山口県 宇部市
エコシティう
べ推進プロ
ジェクト

環境省 131030

  本県八戸市で計画されている「ＦＲＰ廃船リサイクル事業」は、ＦＲＰ
のリサイクルとして最も現実的なセメント原料化を目指すもので、ＦＲＰ
の主成分はシリカ（SiO2)と高発熱量の樹脂であるため、ＦＲＰはセメン
ト製造時には原料かつ燃料源となり得ることから、新たな石油系燃料の使
用削減に寄与するものである。よって、環境省が行う「環境と経済の好循
環のまちモデル事業」における「代替エネルギーを利用する設備又はエネ
ルギーの使用の合理化に資する設備の設置」に該当すると考えられ、当該
モデル事業の適用を受けることにより、温室効果ガスの排出削減及び処理
困難廃棄物の適正処理実現を通じた資源循環型社会の形成に資することが
できる。

二酸化炭素排出抑
制対策事業交付金
交付要綱

環境と経済の好循環のまちモデル事業
は、地域発の創意工夫と幅広い主体の
参加により、二酸化炭素排出量の削減
等を通じた環境保全と雇用の創出等に
よる地域経済の活性化を同時に実現す
る、環境保全をバネにしたまちおこし
のモデルを創ることを目的として、交
付金（石油特会予算）による石油代替
エネルギー又は省エネルギー設備の設
置を行うと同時に、委託（一般会計予
算）による普及啓発等のソフト事業を
行うものである。

E

FRP(繊維強化プラスチック)を構成する樹脂（プラスチッ
ク）は石油を原料とする工業材料であり、FRPを燃料源とし
て利用しても石油を代替したことにはならないので、当該
地域が環境と経済の好循環のまちモデル事業実施地域とし
て選定されたとしても、FRP廃船リサイクル事業は交付金事
業の対象にはならない。
なお、平成１７年度に新規地域を選定できるよう、新たに
大規模・小規模各７地域分の概算要求を行っているところ
である。

・概算要求関連資
料

1148 11482050青森県 青森県

環境・エネ
ルギー産業
フロンティア
構想

環境省 131040

  バイオマスエネルギーは、カーボンニュートラルであり、発電をはじめ
とするバイオマスエネルギーの導入を促進する施設を設置することによ
り、石油系燃料の使用削減に寄与するものである。よって、環境省が行う
「環境と経済の好循環のまちモデル事業」における「代替エネルギーを利
用する設備又はエネルギーの使用の合理化に資する設備の設置」に該当す
ると考えられ、当該モデル事業の適用を受けることにより、温室効果ガス
の排出削減に資することができる。

二酸化炭素排出抑
制対策事業交付金
交付要綱

環境と経済の好循環のまちモデル事業
は、地域発の創意工夫と幅広い主体の
参加により、二酸化炭素排出量の削減
等を通じた環境保全と雇用の創出等に
よる地域経済の活性化を同時に実現す
る、環境保全をバネにしたまちおこし
のモデルを創ることを目的として、交
付金（石油特会予算）による石油代替
エネルギー又は省エネルギー設備の設
置を行うと同時に、委託（一般会計予
算）による普及啓発等のソフト事業を
行うものである。

A
平成１７年度に新規地域を選定できるよう、新たに大規
模・小規模各７地域分の概算要求を行っているところであ
る。

・概算要求関連資
料

Ⅰ

　平成１６年度と同様に、新
たに大規模・小規模各５地域
分の予算案が閣議決定され
た。
　なお、本事業は一つの地域
につき三ヶ年に亘る事業であ
るため、予算総額には平成１
７年度の新規募集地域ととも
に、平成１６年度から事業を
行っている大規模・小規模各
５地域分の予算額が含まれて
いる。

①（項）地域エコ推進事業
（目）環境保全調査等委託
費、諸謝金、委員等旅費、環
境保全調査費

②（項）地球温暖化を防ぐ地
域エコ整備事業
（目）二酸化炭素排出抑制対
策事業費交付金

①一般会計：150,726千円
②特別会計：2,400,000千円

1148 11482060青森県 青森県

環境・エネ
ルギー産業
フロンティア
構想

環境省 131050

　現在、農林水産省では、研究開発、実用化技術開発については「農林水
産バイオリサイクル研究」で、賦存状況調査、計画策定、システムの構
築、調査、実証については「バイオマス利活用フロンティア推進事業」
で、新技術等を活用したモデル的施設整備については「バイオマス利活用
フロンティア整備事業」で実施しているが、事業化の段階やバイオマス資
源の種類によって担当部局が異なっている。多様なバイオマス資源の活用
を促進するためには、地域の実状に則した施策を段階的かつ総合的に推進
する必要があることから、これらの事業を一体的に実施するなど事業体系
の見直しを要望する。

施策の目的に応じて、担当部局が存在し、
各々の目的に応じた支援措置を講じてい
る。

Ｃ 目的の異なる補助金を統合することは出来ない。 1148 11482090青森県 青森県

環境・エネ
ルギー産業
フロンティア
構想

環境省 131060

　「バイオマス・ニッポン」の実現に向け、バイオマスの利活用を促進す
るために取り組むこととしている「バイオマスタウン構想」を有効に推進
するため、国の認定を受けたバイオマスタウンを対象として、実証、事業
化調査、施設整備等の施策を集中的に実施する必要がある。
　そこで、経済産業省が実施している「バイオマス等未活用エネルギー事
業調査事業」において導入している「バイオマスタウン枠」について、農
林水産省が実施している「バイオマス利活用フロンティア推進事業・同整
備事業」及びＮＥＤＯ技術開発機構が実施している「地域新エネルギー導
入促進事業」等他のバイオマス関連事業にも枠を追加することを要望す
る。

バイオマスタウン構想を支援するために特
化した予算措置はない

Ｃ
バイオマスタウン構想への支援に当たっては、環境省として既
存の枠組みを活用しつつその支援に努めるものとする。

1148 11482100青森県 青森県

環境・エネ
ルギー産業
フロンティア
構想

環境省 131070
地球温暖化対策事業を実施するに当たり、各地域の独自のアイデアによる
事業等を認めることにより、地域の実情に応じた効果的・効率的な地球温
暖化対策事業の実施を可能とする。

二酸化炭素排出抑
制対策事業交付金
交付要綱

環境と経済の好循環のまちモデル事業
は、地域発の創意工夫と幅広い主体の
参加により、二酸化炭素排出量の削減
等を通じた環境保全と雇用の創出等に
よる地域経済の活性化を同時に実現す
る、環境保全をバネにしたまちおこし
のモデルを創ることを目的として、交
付金（石油特会予算）による石油代替
エネルギー又は省エネルギー設備の設
置を行うと同時に、委託（一般会計予
算）による普及啓発等のソフト事業を
行うものである。

A
平成１７年度に新規地域を選定できるよう、新たに大規
模・小規模各７地域分の概算要求を行っているところであ
る。

・概算要求関連資
料

Ⅰ

　平成１６年度と同様に、新
たに大規模・小規模各５地域
分の予算案が閣議決定され
た。
　なお、本事業は一つの地域
につき三ヶ年に亘る事業であ
るため、予算総額には平成１
７年度の新規募集地域ととも
に、平成１６年度から事業を
行っている大規模・小規模各
５地域分の予算額が含まれて
いる。

①（項）地域エコ推進事業
（目）環境保全調査等委託
費、諸謝金、委員等旅費、環
境保全調査費

②（項）地球温暖化を防ぐ地
域エコ整備事業
（目）二酸化炭素排出抑制対
策事業費交付金

①一般会計：150,726千円
②特別会計：2,400,000千円

1201 12012020福井県 福井県
提案型地球
環境保全活
動推進構想
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環境省 131080

地域の再生可能な生物由来の有機性資源の利活用の方策と環境と共生した
地域社会のあり方を検証し、自然に対する負荷の軽減と景観を含む地域の
生活の豊かさを実感できる地域社会のための調査研究を行い、その実現に
関して、バイオマスの利活用、中小水力発電、二酸化炭素排出抑制対策を
総合的に取り組むこことのできる総合補助制度の創設。

二酸化炭素排出対
策事業費等補助金
（地方公共団体）
交付要綱

環境省のエコハウス整備事業は、地球
温暖化対策推進法に基づき都道府県知
事が指定した都道府県地球温暖化防止
活動推進センターの活動拠点として使
用するための施設を整備する事業を補
助対象としている。

Ｃ

エコハウス整備事業は、地球温暖化対策推進法に基づき都
道府県知事が指定した都道府県地球温暖化防止活動推進セ
ンターによる普及啓発活動の拠点を整備することを目的と
しており、目的の異なる他の補助事業と一本化することは
適当でない。

1276 12762010北海道 深川市
環境と共生
する田園都
市構想

環境省 131090

森林文化を創出するためには地域資源である森林資源を積極的に循環させ
ることが求められる。その一つの手法として森林資源を活用したバイオマ
ス関連事業の推進も効果的である。しかし、それを支援する施策として補
助事業をはじめ様々な支援策が講じられているが、バイオマスの利活用支
援という目的が同じであるにもかかわらず、経済産業省、農水産業省およ
び環境省がそれぞれ所管を分けて実施しているとともに、事業の種別、内
容が多岐にわたっているため、制度を活用する立場においては、内容がわ
かりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるため効率的な執行ができな
いのが現状である。そこで、これらの支援策を「バイオマス利活用支援総
合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目的を効果的
に達成できるように制度の改革を要望する。

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
第２２条

　市町村等が一般廃棄物の処理施設とし
て整備するごみメタン回収施設は、廃棄物
処理施設整備費補助金により国庫補助対
象としている。

Ｃ

１．当該自治体は、低木等を畜舎の下草として利用し、こ
れを家畜糞尿とあわせて発酵させ、回収したメタンガスを
使用して発電事業を行う計画であるとのことである。

２．このため、本事業は、産業廃棄物である家畜糞尿を処
理する事業であり、市町村等による一般廃棄物の処理を対
象とする廃棄物処理施設整備事業に該当するものではな
い。

３．従って、ご提案のような「バイオマス利活用支援総合
事業」として整理・統合することは困難である。

1315 13152020滋賀県 朽木村
森林文化創
出プロジェ
クト

環境省 131100

　本市は「さわやかで美しい環境のまち」の実現に向け取組をしている。
①平成12年3月 ISO14001環境マネジメントシステム認証取得
②平成15年4月 湖西市環境基本条例施行
③平成16年3月 湖西市環境基本計画策定
④平成16年3月 湖西市地球温暖化対策実行計画作成
⑤平成16年度  道の駅実施計画書作成
⑦平成17年度 道の駅整備実施
 地球温暖化対策実施計画に沿って、この風光明媚な場所に位置する施設
「道の駅」にクリーン・エネルギーを導入し利用者に、環境意識の高揚を
促す。導入に対しては、その施設規模から「地域新エネルギー導入促進事
業」による設置費支援。「環境と経済の好循環のまちモデル事業」の採択
により、質の高いクリーン・エネルギー導入促進をしようとするもので
す。

二酸化炭素排出抑
制対策事業交付金
交付要綱

環境と経済の好循環のまちモデル事業
は、地域発の創意工夫と幅広い主体の
参加により、二酸化炭素排出量の削減
等を通じた環境保全と雇用の創出等に
よる地域経済の活性化を同時に実現す
る、環境保全をバネにしたまちおこし
のモデルを創ることを目的として、交
付金（石油特会予算）による石油代替
エネルギー又は省エネルギー設備の設
置を行うと同時に、委託（一般会計予
算）による普及啓発等のソフト事業を
行うものである。

A
平成１７年度に新規地域を選定できるよう、新たに大規
模・小規模各７地域分の概算要求を行っているところであ
る。

・概算要求関連資
料

Ⅰ

　平成１６年度と同様に、新
たに大規模・小規模各５地域
分の予算案が閣議決定され
た。
　なお、本事業は一つの地域
につき三ヶ年に亘る事業であ
るため、予算総額には平成１
７年度の新規募集地域ととも
に、平成１６年度から事業を
行っている大規模・小規模各
５地域分の予算額が含まれて
いる。

①（項）地域エコ推進事業
（目）環境保全調査等委託
費、諸謝金、委員等旅費、環
境保全調査費

②（項）地球温暖化を防ぐ地
域エコ整備事業
（目）二酸化炭素排出抑制対
策事業費交付金

①一般会計：150,726千円
②特別会計：2,400,000千円

1515 15152010静岡県 湖西市

クリーン・エ
ネルギー導
入促進「風
車のまち」
構想

環境省 131110

　バイオマス利活用の推進に関して、各省庁横断的な課題や一元的に取り
組むべき施策が多く、関係省庁が多岐にわたり関連事業も分散している。
その結果、事業の調整手続きに時間を要したり一体的な施策展開が困難と
なっている。
　バイオマスの利活用を効果的に進めるためには、各地域の状況に応じた
関係者の連携を基礎に、バイオマスの発生から消費までをつなぐ循環シス
テムを構築する施策展開が不可欠であり、条件整備も一体的に行う必要が
ある。
　このため、国における総合的な調整や情報提供などを行うワンストップ
の窓口を設置し、各自治体や民間企業からの提案公募の下に、既存の事業
や省庁の枠にとらわれずバイオマス利活用推進への助成を行う、｢バイオ
マス振興調整費｣(仮称）や特別交付金といった弾力的に予算を活用できる
制度の創設を提案する。

施策の目的に応じて、担当部局が存在し、
各々の目的に応じた支援措置を講じてい
る。

Ｃ

バイオマスに関する施策については、農林水産省が総合調整
等の機能を担いながら関係府省間で連携して施策を進めてお
り、さらなる組織の新設は難しい。
また、バイオマスの利活用支援については関係省が連携した措
置を講じており、別途新たな予算の新設は難しいが、地域のバ
イオマスタウン構想の実現に向け、関係府省間の更なる連携強
化を図っていくこととしている。

1567 15672010千葉県 千葉県
「バイオマス
立県ちば」
の推進
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環境省 131120

　　計画区域内の遊休地・未利用地(未竣工地）を活用した地域再生、経
済活性化を図るため、既存のインフラ（施設・電力・用水）、技術・ノウ
ハウ、人材を活かし、経済性・効率性を重視した先導性のあるリサイクル
産業の育成を行う。
　また、コンビナート企業の豊富な副生水素、ＬＮＧ冷熱やバイオマス、
太陽光、風力等の再生可能エネルギーを活用した水素の製造・精製・貯
蔵・運搬技術等の研究開発や、燃料電池、バイオマス、次世代太陽光など
の研究開発を通じ、環境技術を核とした足腰の強い産業集積地として再生
するとともに、地域再生を担う産業育成のための技術開発振興を通じた新
エネルギー関連産業等新たな産業の創出を目指す。

二酸化炭素排出抑
制対策事業費等補
助金交付要綱及び
同実施要領

資源循環型施設について、エコタウン
プランは環境省と経済産業省が共同で
承認し、補助事業はそれぞれが実施し
ている。また、新エネルギー関連施設
の導入促進に係る支援は環境省でも実
施しているが、関係省庁の支援制度を
体系的に一本化するような支援制度は
ない。

B-2、
一部Ｃ

　資源循環型施設については、現行通り環境省と経済産業
省個別に補助採択を行うこととする。新エネルギー関連施
設の導入促進については、環境省において再生可能エネル
ギー高度導入地域整備事業を新たに実施する予定である。
　なお、資源循環型施設への現在の補助においては、環境
省は廃棄物の適正処理の推進という観点から廃棄物の処理
再生施設の施設整備に対して補助を行っており、採択には
所管法令である廃棄物処理法に適合しているかチェックす
る必要がある。一方、経済産業省は地域のリサイクル産業
振興の観点から再生資源利用施設の施設整備に対する補助
を行っており、補助の目的及び対象の違いから両省個別に
補助採択を行っているところである。
　以上のように、両省の補助対象施設の選定に当たって
は、両省の設置法に基づく所掌事務により明確に区分され
ており、両者それぞれのエコタウン事業を一体化すること
はできない。
　なお、エコタウンプランの承認に際しては、両者がそれ
ぞれの所掌事務の立場からそれぞれ審査を行っており、エ
コタウンプランを共同で承認していることと、補助事業を
別々で行うことは、別問題である。
　一方、産業廃棄物の処理業の許可については、現行制度
においても、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
第９条第２号及び第１０条の３第２号に基づき都道府県知
事が再生利用されることが確実であると認め指定を行うこ
とにより、業の許可を不要とすることが可能である。

再生可能エネル
ギー高度導入地域
整備事業では、再
生可能エネルギー
の地域における集
中的な導入を支援
し、再生可能エネ
ルギー導入拠点都
市」といった地域
の先進的な取組を
全国に普及させる
ものであり、新エ
ネルギー関連産業
等新たな産業の創
出への支援予算と
して活用可能性が
あるものと考えて
いる。

Ⅲ－２

　資源循環型施設への現在の
補助においては、環境省は廃
棄物の適正処理の推進という
観点から廃棄物の処理再生施
設の施設整備に対して補助を
行っており、採択には所管法
令である廃棄物処理法に適合
しているかチェックする必要
がある。一方、経済産業省は
地域のリサイクル産業振興の
観点から再生資源利用施設の
施設整備に対する補助を行っ
ており、補助の目的及び対象
の違いから両省個別に補助採
択を行っているところであ
る。
　以上のように、両省の補助
対象施設の選定に当たって
は、両省の設置法に基づく所
掌事務により明確に区分され
ており、両者それぞれのエコ
タウン事業を一体化すること
はできない。
　なお、再生可能エネルギー
高度導入地域整備事業におい
て、環境省と経済産業省で連
携し、再生可能エネルギーを
導入する地域の計画の認定を
共同で行い、連携して支援を
行うこととしている。

1584 15842010三重県

三重県､
四日市
市､四日
市港管
理組合

四日市臨海
部地域再生
計画（仮称）

環境省 131130
阿武隈川の源流の郷として西郷村をアピールしていくために、自然環境を
守りながら、きれいな水を活かした地域づくりをおこなっていくために、
下水道や浄化槽の整備を促進して水の浄化に努める。

浄化槽設置整備事
業実施要領

　浄化槽設置整備事業については、実
施要領において、補助の対象となる浄
化槽の要件として、処理能力がBOD２０
mg/L以下であるとしている。また、補
助の対象となる地域の要件として、下
水道法第４条第１項の認可又は同法第
２５条の３第１項の認可を受けた事業
計画に定められた予定処理区域（以
下、「下水道事業計画区域」とい
う。）以外の地域で一定の要件を満た
す地域または下水道事業計画区域内で
下水道の整備が当分見込まれない地域
で一定の要件を満たす地域であるとし
ている。

Ｄ

　現行制度において補助対象となる浄化槽の処理能力はBOD
２０mg/Lとしているが、各自治体の判断により、浄化槽設
置整備事業における補助対象浄化槽の要件を１０mg/L以下
とすることは可能である。なお、処理能力がBOD５mg/L以下
の浄化槽についても、高度処理型浄化槽として別途補助対
象額を通常型よりも高く設定している。
　また、浄化槽設置整備事業の補助対象地域については、
国庫補助の二重投資を防ぐ観点から、原則として下水道事
業計画区域以外の地域としている。ただし、個人設置型の
場合、下水道事業計画区域内であっても、下水道の整備が
当分の間（７年以上）見込まれない地域であって、湖沼水
質保全特別措置法に規定する指定地域や水質汚濁防止法に
規定する生活排水対策重点地域に設置する場合については
補助対象としている。なお、汚水処理施設の整備について
は、地域の実情に応じて効率的かつ適正な整備手法の選定
を行っていただきたい。

1029 10292010福島県 西郷村
阿武隈川源
流の郷水質
保全構想

環境省 131140

　岩手県では、汚水処理について、平成１２年度から関係３省が所管する
全ての汚水処理事業を一体的、総合的に企画調整する組織を設置し、汚水
処理行政の効率化を進めてきたところであるが、これをさらに進めるた
め、平成１７年度における汚水処理分野の県組織の一元化を検討してい
る。
　この組織の一元化による効果を更に高め、総コストの縮減を図るととも
に、効率的・効果的な事業の実施と県民ニーズに的確に対応するため、汚
水処理に関する各種国庫補助金を廃止し、地域の裁量で実施できるよう、
その使途を自由化することを提案する。
　このことにより、河川・湖沼等の水質の保全を図るとともに、快適・衛
生的で利便性の高い暮らしを実現していく。また、汚水処理施設の未整備
地区の早期整備により、若者の定住促進やI・J・Uターン・交流人口の増
加による農山漁村の振興などを図るものである。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ａ

・農業集落排水施設、漁業集落排水施設、公共下水道、浄
化槽を対象として、市町村の裁量により、対象事業間で流
用可能となるなど、地域の裁量性を発揮しやすくなる「汚
水処理普及対策助成金制度（仮称）」の創設を検討。
・詳細については、政府原案決定（年末）までに調整を図
る。

Ⅰ
｢汚水処理施設整備交付金制
度（仮称）｣の創設

（項）地域再生推進費
（目）汚水処理施設整備交付
金
内閣府に創設

49,000,000千円（国費）
内閣府に計上

1173 11732010岩手県 岩手県
汚水処理事
業の一元化
構想

環境省 131150

　生活排水処理施設整備の最終的な目的は河川等の水質改善であるが、県
の汚水処理構想や町の生活排水処理計画などと整合を取りながら、様々な
要件を付した施設整備を組み合わせて推進しなければならず、現行制度の
下では、事業の実施段階においての地区レベル、更には小規模の集落レベ
ルでの適切な生活排水処理施設の選択は困難である。この場合、前述の構
想や計画の変更、事業ごとの補助申請、起債手続きなど煩雑な事務手続き
を経る必要があり、事業実施が大幅に遅れることとなる。
　特にＰＦＩを導入した生活排水処理施設整備事業を行う場合は、事業者
の積極的な営業活動や事業計画の提案などＰＦＩ導入の重要なメリットを
妨げることなく事業を推進するために、事業実施に伴う構想や計画の変更
や補助金申請などの事務手続きを軽減し、迅速かつ柔軟に地域に応じた適
切な生活排水処理施設を選択できるような環境を整備する必要があり、各
種生活排水処理施設の法律上の位置付けや所管省庁、補助申請等事務手続
の一元化を提案する。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｂ－２

・農業集落排水施設、漁業集落排水施設、公共下水道、浄
化槽を対象として、市町村の裁量により、対象事業間で流
用可能となるなど、地域の裁量性を発揮しやすくなる「汚
水処理普及対策助成金制度（仮称）」の創設を検討。
・詳細については、政府原案決定（年末）までに調整を図
る。
・なお、コミュニティプラントについても検討する。

Ⅰ

一部Ⅲ－２

｢汚水処理施設整備交付金制
度（仮称）｣の創設

なお、コミュニティ・プラン
トについては、具体的な要望
等を踏まえ、今後検討するこ
ととしている。

（項）地域再生推進費
（目）汚水処理施設整備交付
金
内閣府に創設

49,000,000千円（国費）
内閣府に計上

1219 12192010福岡県 香春町
生活排水処
理施設整備
一元化構想
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環境省 131160

目的や効果が等しい、例えば農業集落排水や合併処理浄化槽の整備におけ
る補助金制度の一元化により、受益者にわかりやすい事業実施を図る。又
農林水産省の農業集落道整備と国土交通省の市町村道整備事業による道路
整備も同様である。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｂ－２

・農業集落排水施設、漁業集落排水施設、公共下水道、浄
化槽を対象として、市町村の裁量により、対象事業間で流
用可能となるなど、地域の裁量性を発揮しやすくなる「汚
水処理普及対策助成金制度（仮称）」の創設を検討。
・詳細については、政府原案決定（年末）までに調整を図
る。

Ⅰ
｢汚水処理施設整備交付金制
度（仮称）｣の創設

（項）地域再生推進費
（目）汚水処理施設整備交付
金
内閣府に創設

49,000,000千円（国費）
内閣府に計上

1239 12392021京都府 美山町
日本一の田
舎づくり構
想

環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもの
　であるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未
　整備人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が
　行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国
　土交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は
　浄化槽法で実施されている。この縦割りの補助事業である
　ために国土交通省の補助事業では採択要件に合致させる
　ために無理矢理区域を拡大することになり、事業費も大きく
　なものとなる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業
　に着手することが困難なところも出はじめている。また、環
　境省では小型合併浄化槽の設置に対して補助事業が実
　施されているために本来市街地を形成している区域は下水
　道事業のほうが効率が良いにもかかわらず、管渠の不要
　な小型合併浄化槽の設置を行っている。この結果、下水処
　理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的達成できる
　にもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を何千ヶ
　所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはるか
　に高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とする
　と１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を
　促進させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台
　所や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を
　拡大し、地域の経済を活性化することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1332 13322010東京都

土壌浄
化法事
業推進
連合会

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想

環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもの
　であるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未
　整備人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が
　行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国
　土交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は
　浄化槽法で実施されている。この縦割りの補助事業である
　ために国土交通省の補助事業では採択要件に合致させる
　ために無理矢理区域を拡大することになり、過大計画となり
　事業費も大きなものとなる。従って厳しい財政の市町村で
　は下水道事業に着手することが困難なところも出はじめて
　いる。また、環境省では小型合併浄化槽の設置に対して補
　助事業が実施されているために本来温泉街のように市街地
　を形成している区域は下水道事業の方が効率が良いにも
　かかわらず、議会から管渠の不要な小型合併浄化槽の方
　が安価な事業費となるという質問が出され、設置を要望さ
　れることも多くなっている。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台
　所や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を
　拡大し、地域の経済を活性化することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1336 13362010山梨県

下部町
(平成16
年9月13
日町村
合併:身
延町)

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
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政府予算
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政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想
（プロ
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ロジェク
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称

環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもの
　であるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未
　整備人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が
　行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国
　土交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は
　浄化槽法で実施されている。この縦割りの補助事業である
　ために国土交通省の補助事業では採択要件に合致させる
　ために無理矢理区域を拡大することになり、事業費も大きく
　なものとなる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業
　に着手することが困難なところも出はじめている。また、環
　境省では小型合併浄化槽の設置に対して補助事業が実
　施されているために本来市街地を形成している区域は下水
　道事業のほうが効率が良いにもかかわらず、管渠の不要
　な小型合併浄化槽の設置を行っている。この結果、下水処
　理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的達成できる
　にもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を何千ヶ
　所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはるか
　に高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とする
　と１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を
　促進させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台
　所や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を
　拡大し、地域の経済を活性化することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1338 13382010長崎県 宇久町

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想

環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもの
　であるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未
　整備人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が
　行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国
　土交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は
　浄化槽法で実施されている。この縦割りの補助事業である
　ために国土交通省の補助事業では採択要件に合致させる
　ために無理矢理区域を拡大することになり、事業費も大きく
　なものとなる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業
　に着手することが困難なところも出はじめている。また、環
　境省では小型合併浄化槽の設置に対して補助事業が実
　施されているために本来市街地を形成している区域は下水
　道事業のほうが効率が良いにもかかわらず、管渠の不要
　な小型合併浄化槽の設置を行っている。この結果、下水処
　理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的達成できる
　にもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を何千ヶ
　所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはるか
　に高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とする
　と１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を
　促進させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台
　所や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を
　拡大し、地域の経済を活性化することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1351 13512010長崎県
三井楽
町

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想

環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもの
　であるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未
　整備人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が
　行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国
　土交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は
　浄化槽法で実施されている。この縦割りの補助事業である
　ために国土交通省の補助事業では採択要件に合致させる
　ために無理矢理区域を拡大することになり、事業費も大きく
　なものとなる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業
　に着手することが困難なところも出はじめている。また、環
　境省では小型合併浄化槽の設置に対して補助事業が実
　施されているために本来市街地を形成している区域は下水
　道事業のほうが効率が良いにもかかわらず、管渠の不要
　な小型合併浄化槽の設置を行っている。この結果、下水処
　理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的達成できる
　にもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を何千ヶ
　所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはるか
　に高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とする
　と１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を
　促進させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台
　所や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を
　拡大し、地域の経済を活性化することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1360 13602010山梨県

身延町
(平成16
年9月13
日町村
合併:身
延町)

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想
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ロジェク
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環境省 131170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきものであるため縦
割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備人口に対する国からの補
助金や地方交付税の措置が行われるように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土交通省は下
水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽法で実施されている。こ
の縦割りの補助事業であるために国土交通省の補助事業では採択要件に合
致させるために無理矢理区域を拡大することになり、事業費も大きくなも
のとなる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困
難なところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の設置に
対して補助事業が実施されているために本来市街地を形成している区域は
下水道事業のほうが効率が良いにもかかわらず、管渠の不要な小型合併浄
化槽の設置を行っている。この結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管
理を行えば目的達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理
を何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはるかに高
い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると１万人で
１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進させることができ
る。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所や風呂など
の改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、地域の経済を活性化
することにつながる。

下水道法
浄化槽法

・各都道府県が市町村の意見を反映し
た上で策定している汚水処理施設の整
備に関する総合的な計画である「都道
府県構想」に基づき、適切な役割分担
の下、農業集落排水施設、下水道、浄
化槽等の整備を実施。

Ｄ

　「都道府県構想」とは、汚水処理施設の整備をより一層
効率的かつ適正に進めるため、各都道府県が市町村の意見
を反映した上で策定している汚水処理施設の整備に関する
総合的な計画であり、農業集落排水施設、下水道、浄化槽
等の整備については、本構想に従って実施されているとこ
ろである。
　一旦策定された構想についても、社会情勢等の変化に応
じて、適宜見直しを行っている。

1361 13612010群馬県 明和町

フレッシュ下
水道事業に
よる地域経
済活性化構
想

環境省 131180
リサイクル産業のスムーズな再編を促進するため、「リサイクルファンド
（仮称）」を創設

使用済自動車の再
資源化等に関する
法律（自動車リサ
イクル法）

自動車リサイクル法は、既存の使用済
自動車の処理システムを活用すること
を基本に、関係事業者間の位置付け・
役割分担を明確化したもの。解体業、
破砕業を行うには都道府県知事等の許
可取得が必要となるが、許可基準につ
いては、関係事業者等の意見も十分に
ヒアリングして上で設定しており、必
要最低限のものとなっている。

Ｄ
提案事項に関しては、既存の各種政府系金融機関の融資制
度や設備資金貸付制度等の活用が想定される。

1385 13852010北海道
I-CARﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ

I－ＣＡＲプ
ロジェクト

環境省 131190

資源循環型エネルギーセンターにおいて生し尿及び浄化槽汚泥の処理を行
うことは、「汚泥再生処理センター」の性能指針に該当しうる。そこで、
「210003」バイオマス利活用フロンティア整備事業の対象拡大と同様の合
理的な措置と、他のバイオマス関連の補助事業等との包括的承認を求め
る。

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
第２２条

　市町村等が整備する、し尿と有機性
廃棄物を併せて処理する汚泥再生処理
センターは、廃棄物処理施設整備費補
助金により国庫補助対象としている。

Ｄ

　汚泥再生処理センターに設置する発電設備については、
従来より発生ガス等の利用設備として補助対象としてい
る。
　また、汚泥再生処理センターの整備事業は、ＰＦＩ法に
基づいて民間事業者が整備を行う場合についても、従来よ
り補助対象としている。

（項）廃棄物処理施設整備費
（目）循環型社会形成推進交
付金

26,318,000千円の内数 1409 14092010
神奈川
県

三浦市

６次経済の
構築による
三浦スタイ
ル展開プロ
ジェクト

環境省 131200

○社会資本の選択集中型整備事業を推進するため、地元のニーズにあった
基盤整備を限られた財源のなかで効率的に行うことができるよう、「関西
州（産業再生）特区」に対して、社会資本整備事業調整費、都市再生プロ
ジェクト事業推進費等を一括交付すること。

社会資本整備事業調整費、都市再生プ
ロジェクト事業推進費等については、
予算を所管する国土交通省から経費の
配分を受けて事業を実施するものであ
る。

E
ご提案の関係予算は国土交通省が所管しており、環境省が
概算要求を行う立場にはない。

1474 14742020

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関西
経済連
合会､
(社)関西
経済同
友会､関
西経営
者協会､
大阪商
工会議
所､京都
商工会
議所､神
戸商工
会議所

社会資本の
選択集中型
整備事業の
推進

環境省 131210

　本市の国際環境協力やリサイクル産業の育成等の環境分野での強みを生
かし、東アジア都市会議の各都市が協調して、商品企画段階から持続的発
展が可能な工夫を開発設計に取り入れ、生産、販売、回収、リユース・リ
サイクルの循環的生産を効率的に実現できる総合的な循環システムを構築
し、当地域が「世界の環境モデル地域」となることを目指していく。
　第一段階として、各ホスト市において、リサイクル等を中心とした環境
ビジネスが受入られる土壌を形成するため、都市の持続的発展という観点
から、住民の環境に対する意識の向上や、歴史・文化を生かした良好な景
観の形成等、総合的な環境対策を本市の協力により実施していくもの。

国際的な環境協力を財政的に支援する
枠組みとしては、地球環境ファシリ
ティがあるが、対象分野は地球温暖化
防止、生物多様性の保全、国際水域汚
染の防止、オゾン層の保護の４分野に
限られており、リサイクル分野には充
てられないことになっている。

E

提案者において、左記の対象分野等を踏まえた上で、ＧＥ
Ｆプロジェクトとして提案することは可能と考えられる。
しかし、ＧＥＦは、その制度上、ＧＥＦ事務局による審査
及び加盟国の協議を経て対象プロジェクトが決定されるこ
とから、地域再生案件の補助制度として直接的に該当する
ものとはならない。

1529 15292010福岡県
北九州
市

東アジア都
市会議「基
本構想」の
実現

環境省 131220

環境監視調査等補助金については、各事業ごとに実施内容等を検討し、国
に対して交付申請を行っている。交付申請に関しては窓口が一本化されて
おり、事務処理の効率化が図られているが、さらに、地域特性や汚染実態
など年度途中の状況の変化等に応じて各事業間の経費変更を認めるなど、
県が独自の判断により実施する環境監視調査に対して柔軟な対応を可能と
する。

環境監視調査等補助金では、各経費区
分毎に補助対象経費の１０％以内の経
費変更については、補助事業の要綱に
おいて、都道府県等の独自の判断によ
り経費配分の変更が認められている。
また、１０％を超える経費変更につい
ても、同補助要綱に定める所定の事務
手続きを経て、環境省の承認を得れば
可能とされている。

Ｄ

貴県の想定されている、汚染状況の変化等による年度途中
における経費配分の変更は、国費の効率的な使用の範囲で
認められるものである。事務手続きにおいても、郵送等に
よる変更申請書提出等の手続きが可能であることから、都
道府県等における補助事業執行に支障を来すものではな
く、現制度において十分に対応可能である。

　Ⅱ
三位一体改革に伴う財源移譲
により、当該補助金制度自体
がなくなったため。

1201 12012010福井県 福井県
提案型地球
環境保全活
動推進構想
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府予算
案への
反映の分
類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想
（プロ
ジェク
ト）管
理番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想（プ
ロジェク
ト）の名
称

環境省 131230

  松川を浄化し浸水被害を抑制するためには、行政組織のセクションを超
えた様々な角度からの調査・施策を実施するための補助金制度が必要と考
える。実施主体は富山市、調査施策は今後１０年間を目標とする。経済的
社会的効果として市民の憩いの場として再生、観光客のさらなる増加が期
待できる。

生活系排水対策として、住民の実践度調
査等の実態調査を地方自治体に委託する
制度がある。（生活排水対策推進費）
また、水辺環境保全の普及啓発や親水環
境調査等の一部について、国が支援する
制度がある。（水辺環境保全活動推進費）

Ｄ

水環境の実態調査等については、現行の制度で支援が可能で
ある。
＜参考＞
○生活排水対策実態調査：都道府県への委託
○普及啓発や親水調査等：民間団体への請負

（小事項）生活排水対策啓発等
推進
（予算名）生活排水対策啓発等
推進費
（目）環境保全調査等地方公共
団体委託費

（小事項）水辺環境保全活動推
進費
（目）環境保全調査費

生活排水　２，８０２千円

水辺活動　９，４６６千円

1304 13042010富山県 富山市

富山市の観
光資源・松
川の浄化作
戦

環境省 131240

○関西に存在する農林水産関係及び環境関係の公的な試験研究機関にかか
る国の直轄事業予算および補助事業予算を「関西州（産業再生）特区」に
対して一括交付するとともに、「特区」の組織に個別の試験研究機関ある
いは個別のテーマに対して支出する権限を移譲すること。

－

環境技術開発等推進費は、社会的要
請等を踏まえ、緊急に開発すべき環境
技術分野を特定し、国立試験研究機
関、独立行政法人、大学、地方公共団
体の試験研究機関、民間企業等から研
究・開発課題の提案を募集し、厳正な
事前評価を経て決定された優れた課題
について、研究・開発を支援すること
により、環境技術の開発・普及の推進
を図ることを目的とする競争的研究資
金である。

Ｃ

「関西州（産業再生）特区」への権限委譲については、
道州制全体に関する政府全体の議論を踏まえつつ、政府全
体で慎重に検討すべき課題である。
なお、環境技術開発等推進費は、競争的研究資金の公平

性・公正性の観点に基づき、全国から広く公募し、優れた
研究・開発課題を支援するものである。
したがって、地域を限定し特定の研究機関に対して研

究・開発の支援を行うものではないが、あらゆる環境問題
は地域において顕在化するものであり、地域のニーズに応
じた対策が必要であることから、地域の独自性・特性を活
かした研究・開発課題も本推進費の対象となるものであ
り、予算の拡充を図っているところ。

1348 13482020

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関西
経済連
合会､
(社)関西
経済同
友会､関
西経営
者協会､
大阪商
工会議
所､京都
商工会
議所､神
戸商工
会議所

環境行政と
一体化した
農林水産業
の競争力強
化

環境省 131250

足尾銅山の歴史は、日本の近代化の礎であり日本最大の銅山として繁栄し
てきました。
その反面「公害の原点」とも言われ環境破壊の象徴として全国的に知られ
ております。
松木渓谷は足尾銅山最盛期に銅山からの亜硫酸ガスや山火事によって緑が
失われ、荒廃裸地した岩肌の山が連なり、足尾を訪れる人は､荒々しい光
景を目にして､一様に驚きの声を上げます。
松木地区は、明治３０年頃に国有林の治山事業に着手を指示したのが始ま
りで、昭和１２年には内務省（現在の国土交通省）が直轄砂防事業に着
手、その後昭和３２年から林野庁、建設省、栃木県の３者による本格的な
荒廃地の緑化事業が開始された。以後５０年にわたり継続され事業を実施
しております。
このように長きにわたり治山・治水事業が行われ、現在まで荒廃地の約
50％の緑化が完了しているといわれております。これからも緑の回復事業
は実施されることと考えます。また、環境への関心が高まりＮＰＯやボラ
ンティアなども活発になりつつありますので、この地域を環境学習地とし
て指定地域に認定いただくことで、環境破壊の恐ろしさと、緑の回復のた
めに莫大な時間とエネルギーが必要かを歴史的な背景を踏まえ後世に伝え
る地域とする。
そのため各省庁の枠を超えたプロジェクトがこの地域で展開される地域指
定を提案いたします。

「環境の保全のた
めの意欲の増進及
び環境教育の推進
に関する法律」

自然公園等事業のメニューのひとつで
ある「ふるさと自然ネットワーク整備
事業」において、ふるさと自然塾な
ど、地域の自然環境を生かした環境学
習等のための施設の整備について、地
方公共団体に補助を行っている。ま
た、平成15年度より環境教育に関する
情報を収集整理し、インターネットに
より広く国民に公開する目的で環境教
育・環境学習データベース総合整備事
業を開始し、平成15年度は情報収集や
データベースの開発に着手した。平成
17年度に運用開始予定である。

Ｄ、一
部Ａ

 自然公園等事業のメニューのひとつである「ふるさと自然
ネットワーク整備事業」において、ふるさと自然塾など、
地域の自然環境を生かした環境学習等のための施設の整備
について、地方公共団体に補助を行っており、継続して概
算要求に盛り込んでいる。さらに平成17年度より、小中高
校生の修学旅行等において、野外学習活動等、環境教育・
環境学習への参加を促進するために、修学旅行の対象とな
るような地域や施設の情報を収集し、当該データベースの
一環として情報提供を行う予定。
　なお、エコツーリズムに関しては、モデル事業を選定
し、各地区において展開される事業を支援することとして
いるが、既に地区の選定は終了している。このため、モデ
ル地区以外の自治体に対してはブロックを単位とした地域
セミナーの開催等を通じて支援することとしている。

添付資料あり Ⅰ

　平成１７年度より、小中高
校生の修学旅行等において、
野外学習活動等、環境教育・
環境学習への参加を促進する
ために、修学旅行の対象とな
るような地域や施設の情報を
収集し、当該データベースの
一環として情報提供を行う予
定。
　なお、エコツーリズムに関
しては、モデル事業を選定
し、各地区において展開され
る事業を支援することとして
いるが、既に地区の選定は終
了している。このため、モデ
ル地区以外の自治体に対して
はブロックを単位とした地域
セミナーの開催等を通じて支
援することとしている。

（項）環境教育・環境学習推
進活動基盤整備事業

（小事項）自然環境学習等推
進事業費
（目）エコツーリズム総合推
進事業費

28,291千円（内19,041千円）

150,000千円（内4,500千円）

1402 14022020栃木県 足尾町

エコミュージ
アムあしお
の創造
「産業遺産
を活用した
観光振興」

環境省 131260

○競争的資金制度を省庁の枠を超えて地域における将来有望な分野に重点
的に配分できるよう、これまでの実績等をもとに「関西州（産業再生）特
区」に対して枠配分を行うこと。

○個別案件の審査採択から事後評価まで制度の運用権限を国の各省庁から
「特区」の組織に移譲すること。

－

環境技術開発等推進費は、社会的要
請等を踏まえ、緊急に開発すべき環境
技術分野を特定し、国立試験研究機
関、独立行政法人、大学、地方公共団
体の試験研究機関、民間企業等から研
究・開発課題の提案を募集し、厳正な
事前評価を経て決定された優れた課題
について、研究・開発を支援すること
により、環境技術の開発・普及の推進
を図ることを目的とする競争的研究資
金である。

Ｃ

「関西州（産業再生）特区」への権限委譲については、道
州制全体に関する政府全体の議論を踏まえつつ、政府全体
で慎重に検討すべき課題である。
なお、環境技術開発等推進費は、競争的研究資金の公平

性・公正性の観点に基づき、全国から広く公募し、優れた
研究・開発課題を支援するものである。
したがって、地域を限定し特定の研究機関に対して研

究・開発の支援を行うものではないが、あらゆる環境問題
は地域において顕在化するものであり、地域のニーズに応
じた対策が必要であることから、地域の独自性・特性を活
かした研究・開発課題も本推進費の対象となるものであ
り、予算の拡充を図っているところ。

1477 14772010

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関西
経済連
合会､
(社)関西
経済同
友会､関
西経営
者協会､
大阪商
工会議
所､京都
商工会
議所､神
戸商工
会議所

政策連携に
よる次世代
産業創出事
業の推進
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環境省 131270

自然公園の施設は、自然環境条件が厳しく、常に暴風雨、豪雪、雪崩れ等
異常な天然現象に因り生ずる災害に遭う頻度が高い状況にあり、また、一
旦被災すると復旧に経費や時間がかかることが多い。速やかな災害復旧を
図ることにより、富山県の豊かな自然とのふれあいの機会を拡充し、利用
者の増加を図り、観光関連産業の雇用の増加、地域経済の活性化につなげ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立公
園、国定公園内で整備した施設における災害復旧事業の創設
・必要性
　自然公園の施設は、自然環境条件が厳しく、常に暴風雨、豪雪、雪崩れ
等異常な天然現象に因り生ずる災害に遭う頻度が高い。被災した施設の速
やかな復旧を図ることにより、公園利用者の安全性の確保や自然環境を保
全し、もって公共の福祉を確保する。
・支援措置との関連性
　「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」では、河川、海岸、道路、
港湾等や公園でも都市公園の施設しか規定していないため、同法第３条、
同施行令第１条11号に規定する公園の公共土木施設として、新たに「自然
公園法施行令第１条」に規定する公園事業の施設を追加する。
・メリット
　一箇所の工事費用が120万円以上から採択される。(現行の補助事業の整
備では、2,000万円以上）
　国庫負担率のアップ 2/3～4/4（現行の補助事業では1/2以内）
・効果
　速やかな災害復旧を図ることにより、富山県の豊かな自然とのふれあい
の機会を拡充し、利用者の増加を図り、観光関連産業の雇用の増加、地域
経済の活性化をつなげる。

・公共土木施設災
害復旧事業費国庫
負担法第３条
・同法施行令第１
条１１号
・自然公園法第９
条第２項　第１０
条第１項
・同法施行令第１
条
・自然公園等整備
費補助金交付要綱
第２

現時点での自然公園等事業における災
害への対応については、現状の事業費
の留保等により必要な補助を個別に実
施している。

Ｃ

　「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」の対象施設
については、相当量のストックを有する公共性の高い基盤
整備事業であり、当該施設の被災が国民経済・国民生活に
与える影響が甚大であることを要件としており、現在のと
ころ自然公園等事業については、未だ当該要件を満たして
いないことから、今後の災害の実績等も踏まえつつ、引き
続き検討・検証することが必要である。

1468 14682010富山県 富山県

 水と緑輝く
うるおい環
境ネット
ワーク構想

環境省 131280

ワイルドライフ・マネジメントを効率的に推進するため、環境省と農林水
産省に関連する野生動物の調査や研究、頭数管理、被害防止等に対するソ
フト・ハードの両面に渡る対策を、野生動物の保護管理という視点でパッ
ケージ化、リスト化し、総合的・体系的に実施できる補助金制度の確立を
提案する。

鳥獣の保護及び狩
猟の適正化に関す
る法律

　地域において著しく増加又は減少し
ている特定の鳥獣を科学的・計画的に
保護管理するために、都道府県が野生
鳥獣保護管理計画を策定し、広域に特
定鳥獣の適正な生息密度、適正な生息
環境への誘導等を行うために、これに
要する経費の一部を助成している。

Ｃ

　野生鳥獣保護管理適正化事業は、地域において著しく増
加又は減少している特定の鳥獣を科学的・計画的に保護管
理するために、都道府県が野生鳥獣保護管理計画を策定
し、広域に特定鳥獣の適正な生息密度、適正な生息環境へ
の誘導等を行うために、これに要する経費の一部を助成し
ているものである。本事業は、個々に発生している農林業
被害に対する対応を目的とした、農林水産省の予算とは目
的が異なることから一本化は困難である。
　なお、他省庁の助成メニューと連携した予算執行を行う
ことにより、被害対策を含めた鳥獣の保護管理は達成でき
るものと考えている。

1624 16242010兵庫県 兵庫県
ワイルドライ
フ・マネジメ
ント構想

環境省 131290

森林・野生動物管理官制度の創設に向けた、専門技術者の養成等に対する
支援を提案する。また、現在、環境省（野生鳥獣管理技術者育成事業）、
農林水産省（農作物鳥獣被害防止対策研修）、林野庁（森林技術総合研修
所研修）で実施している野生動物保護管理に関連する研修を統合・充実
し、ワイルドライフ・マネジメントを実践する専門技術者を養成する新た
な研修制度の創設を提案する。

鳥獣の保護及び狩
猟の適正化に関す
る法律

　地域において著しく増加又は減少し
ている特定の鳥獣を科学的・計画的に
保護管理するための特定鳥獣保護管理
計画の適切な運用を目的として、研修
を実施している。

Ｃ

　野生鳥獣保護管理技術者育成事業は地域において著しく
増加又は減少している特定の鳥獣を科学的・計画的に保護
管理するための特定鳥獣保護管理計画の適切な運用を目的
として実施している研修であるが、農林水産省及び林野庁
が実施している研修については、個々に発生している農林
業被害に対する対応の観点から研修を実施しているもので
あり、目的が異なっていることから、統合は困難である。
　ただし、当省の研修は鳥獣の保護管理（ワイルドライ
フ・マネジメント）を目的としていることから、貴県の意
見も伺いカリキュラムの充実を図る等の対応をしてまいり
たい。

1624 16242020兵庫県 兵庫県
ワイルドライ
フ・マネジメ
ント構想

環境省 131300

民活法に基づき整備した施設の転用後の用途が同法第２条の特定施設のい
ずれかに該当するときは、転用に伴う整備計画の処理を同法第５条の規定
に基づき行うこととし、その整備事業に対しては、同法所定の支援措置を
適用する。

民間事業者の能力
の活用による特定
施設の整備の促進
に関する臨時措置
法第５条

整備計画を変更するときは主務大臣の
認定を受けなければならない。

Ｃ
御提案の民活特定施設（民活法第２条第１項第３号、４
号、13号、14号）について、環境省は所管していない。

1132 11322012兵庫県 洲本市

民活施設の
活用による
「みなと」再
生構想
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